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１．法人の概要 

 

(1) 基本情報 

① 法人の名称    学校法人 北辰学堂 

  ② 主たる事務所   住所：北海道稚内市若葉台１丁目２２９０番地２８ 

             電話：0162-32-7511 

             Fax ：0162-32-7500 

             ＨＰ：https://www.ikueikan.ac.jp/ 

 

(2) 建学の精神 

    地域社会に貢献し、「明徳」「格物致知」の精神を基盤とする人間形成の教育を

行い、平和・平等・共生の心をもった人材を育成する。 

 

(3) 学校法人の沿革 

昭和 62(1987)年 4 月 稚内北星学園短期大学に英文学科･経営情報学科を設置 

平成  3(1991)年 4 月 英文学科に英語英文コースに加えて英語情報コースを設置 

平成  4(1992)年 4 月 経営情報学科に専攻科を設置 

平成 12(2000)年 4 月 稚内北星学園大学(情報メディア学部)に改組転換 

稚内北星学園短期大学の募集を停止 

平成 16(2004)年 4 月 東京サテライト校を開設 

平成 18(2006)年 4 月 東京サテライト校に留学生別科を設置 

平成 21(2009)年 4 月 情報メディア学部に地域創造学科を設置 

大学に社会教育主事課程を設置 

大学に夜間主クラスを設置 

平成 22(2010)年 4 月 大学に図書館情報学課程を設置 

平成 24(2012)年 4 月 東京サテライト校募集停止 

平成 26(2014)年 8 月 文部科学省「地(知)の拠点整備事業」への採択決定 

平成 27(2015)年 4 月 地域創造学科学生募集停止 

平成 31(2019)年 4 月 稚内北星学園大学情報メディア学部地域創造学科廃止 

令和 元(2019)年 4 月 社会教育主事課程の廃止 

令和  3(2021)年 4 月 学校法人の名称を「学校法人北辰学堂」に改称 

 京都市伏見区に京都サテライト校を設置 

 京都サテライト校に留学生別科を設置 

令和  4(2022)年 4 月 大学の名称を「育英館大学」に改称 

令和  6(2024)年 4 月 図書館情報学課程の廃止 

 「京都サテライト校」を「京都キャンパス」に改称 

令和  6(2024)年 8 月   「数理・データサイエンス・AI教育プログラム」（リテラ 

シー・応用基礎）が文部科学省の認定を受ける 

https://www.ikueikan.ac.jp/
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(4) 設置する学校・学部・学科等 

設置する学校 開校年月 学部・学科 摘 要 

育英館大学 平成 12年４月 
情報メディア学部 

情報メディア学科 

 

 

 

(5) 学校・学部・学科等の学生数の状況 

       （令和６年５月１日現在)（単位:人） 

学 校 名 
入学 

定員 

入学 

者数 

収容 

定員数 
現員数 摘要 

育英館大学 

情報メディア学部情報メディア学科 
50 37 200 162 

 

合  計 - - 200 162  

 

 

(6) 収容定員充足率 

学 校 名 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

育英館大学 55.5％ 62.5％ 72.5％ 68.5％ 81.0％ 

 

 

(7) 役員の概要 

（令和６年７月１日現在） 

【理  事】 （定員数 ５人以上７人以内） 

区 分 氏 名 
常 勤 

非常勤 
就任年月日 主な現職 

理事長 松尾 英孝 常 勤 令和 2年 3月 19日就任 ㈻京都育英館理事長 

理 事 奥村 訓代 非常勤 令和 3年 4月 22日就任 北洋大学学長 

〃 日下 康史 非常勤 令和 2年 3月 19日就任 四万十看護学院院長 

〃 楊  永春 非常勤 令和 2年 3月 19日就任 ㈻育英館国際部部長 

〃 斎藤 英樹 常 勤 令和 6年 4月 22日就任 ㈻北辰学堂事務局長 

〃 松尾 惠子 非常勤 令和 2年 3月 19日就任 ㈻育英館理事長 

   

 【監  事】 （定員数 ２名） 

区 分 氏 名 
常 勤 

非常勤 
就任年月日 主な現職 

監 事 中村  剛 非常勤 令和 2年 4月 28日就任 Leadus税理士法人代表社員税理士 

〃 田中 克良 非常勤 令和 5年 7月 1日就任 稚内市企画総務部長 
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(8) 評議員の概要 

（令和６年７月１日現在） 

   【評議員】 （定員数 11人以上 15人以内） 

氏 名 就任年月日 主な現職 

松尾 英孝 令和 2年 3月 19日就任 ㈻京都育英館理事長 

佐賀 孝博 平成 20年 5月 24日就任 育英館大学副学長 

遠藤 孝夫 平成 23年 11月 6日就任 育英館大学学部長 

斎藤 英樹 令和 6年 4月 22日就任 ㈻北辰学堂事務局長 

石黒 志津 令和 2年 4月 28日就任 育英館大学事務次長 

安藤 友晴 平成 20年 5月 24日就任 育英館大学副学長 

奥村 訓代 令和 3年 4月 22日就任 北洋大学学長 

松尾 惠子 令和 2年 4月 28日就任 ㈻育英館理事長 

日下 康史 令和 2年 4月 28日就任 四万十看護学院院長 

楊  永春 令和 2年 4月 28日就任 ㈻育英館国際部部長 

井上真由美 令和 2年 4月 28日就任 合同会社 H.S代表社員 

松尾 瑤子 令和 2年 4月 28日就任 関西語言学院事務長 

三和 弘美 令和 2年 4月 28日就任 関西語言学院校長 

 

 

(9) 教職員数一覧 

（令和６年７月１日現在)（単位：人） 

区分 育英館大学 人 数 

教 員 情報メディア学部情報メディア学科 19名 

 

職 員 本 部 1名 

 大 学 10名 

合  計 11名 

    ※ 平均年齢は、教員 48.5才、職員 48.2才である。 
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２．事業の概要 

 令和 6(2024)年度は以下のような事業を行った。また、日本高等教育評価機構による

「令和 6 年度大学機関別認証評価」を受審し、評価基準に適合していると認定された。 

  

(1) 主な教育・研究の概要 

・卒業の認定に関する方針（ディプロマ・ポリシー） 

育英館大学情報メディア学部は、所定の年限在学し、所定の単位数を修得した者

に、学士の学位を授与する。本学部の教育によって、以下を身につけることができ

る。 

①情報メディア基礎力: 情報メディアの技術的および社会的な変化に対応し得る基

盤となる知識とスキル 

②専門能力: 情報メディアの開発とその多面的な活用ができる能力 

③地域貢献力: 地域の課題を意識し、仕事や社会生活において主体的かつ協調的に

その解決に取り組む能力 

 

・教育課程の編成及び実施に関する方針（カリキュラム・ポリシー） 

育英館大学情報メディア学部の教育課程は「教養・情報メディア基礎科目」群と

「専門科目」群から構成される。学生が卒業するためには、「教養・情報メディア基

礎科目」から 40 単位以上、専門科目から 50 単位以上、合計で 124 単位以上の単位

取得が必要になる。 

「教養・情報メディア基礎科目」群では、高等学校教育からの連続性に留意した導

入教育を実施する。幅広い教養とともに地域課題への問題意識の獲得を目的とし、情

報メディア基礎力の涵養を図る。 

「専門科目」群は、「数理情報系」「社会情報系」「メディア表現系」の 3 系に分か

れたコース専門科目群から構成される。情報メディアの活用とその多面的な活用を

目指したそれぞれの分野における専門能力を涵養する。 

学生が大学での学びに円滑に対応し自らの関心に応じたキャリア形成を行えるよ

うに、全学年で担任制を実施し、学生自身の学習計画策定および達成への支援を行

う。 

本学の教育課程全体において、アクティブ・ラーニングによる授業展開を重視し、

「まちを教室」にした実践的な学習機会を数多く設けることで、地域貢献力を涵養す

る。さらに、支えあいながら学習し実践することで協働力を涵養する。 

 

・入学者の受入れに関する方針（アドミッション・ポリシー） 

育英館大学は、「教育基本法及び学校教育法に基づく大学の教育をおこない地域社

会に貢献し、「明徳（めいとく）」※1「格物致知（かくぶつちち）」※2の精神を基盤と

する人間形成の教育を行い、平和・平等・共生の心をもった人材を育成することを目

的とする。」（学則第一条）を理念としています。 
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この理念をもとに、グローバルな情報化の流れに即応できる実践力と地域文化の

発展に寄与する高度な学術知識を備えた人材を育成することを目指し教育・研究活

動を行っています。また、地域社会の持続可能な発展を担い、地域の中核となる広く

市民に開かれた大学を目指します。そのために、育英館大学は次のような学生を求め

ています。 
※1 正しく公明な徳 
※2 物事の道理や本質を深く追求し、理解して知識や学問を深める。 

①情報メディアの開発とその多面的な活用に対して広い視野から関心を持ち、それら

を用いて積極的に具体的な課題解決を図ろうとする人。 

②地域社会と同時に国際社会に関心を持ち、他者と協働しながら社会で活躍する意

欲のある人。 

 

(教学改革) 

⚫ 令和元(2019)年度新入学生カリキュラムから「1学科 5コース制」の代わりに 4系

(数理情報系・社会情報系・メディア表現系・図書館情報系)を設置するカリキュラ

ム改革を行い、さらに令和 3(2021)年度新入学生カリキュラムから 3 系(数理情報

系・社会情報系・メディア表現系)に集約し、数理情報系の強化をはかっている。 

⚫ 令和 3(2021)年 4月に京都市伏見区に京都サテライト校を開設した。これまで稚内

を中心に学修していた学びに京都が持つリソースを加え、多様性の時代に対応でき

るようカリキュラム改革を行った。令和 6(2024)年 4月からは、京都サテライト校

を「京都キャンパス」に改称した。 

⚫ 稚内本校では、学生が情報メディア社会と地域社会を深く理解するとともに、情報

メディアを実践的に活用できる能力を獲得し、そのことによって社会に新しい価値

を産み出せるようなカリキュラムを提供する。情報メディアに関連する普遍的な技

術と社会について深く学ぶとともに、雄大な自然をもつ道北宗谷地域で情報メディ

アを積極的に活用した実践的な学習を重視する。 

⚫ 京都キャンパスでは、特に数理情報系の情報系科目およびメディア表現系のコンテ

ンツ制作系科目を中心としつつ、ドローンの活用等に係る科目も設置しており、現

在の情報社会の要請に則った科目構成としている。 

⚫ 本学では、日本人の学生だけでなく外国人留学生の募集にも目を向けており、令和

3(2021)年 4 月に京都キャンパス内に留学生別科を設置した。コロナ禍により開校

が遅れたが、令和 5(2023)年 4月開校に向けて運営に必要な配置を行い、79名の学

生が入学した。令和 7年(2025)年度には 84名が入学する(うち 15名は 7月入学予定)。 

⚫ 令和 5(2023)年度より「情報メディア社会で重要な事柄である、数理・データサイ

エンス・AIに関する基礎的な素養や知識を身につけ、実社会でこれら知識を活かし

て活躍できる人材を目指すための教育プログラム」を目的とした「数理・データサ

イエンス・AI教育プログラム」を開始し、令和 6(2024)年 5月に文部科学省「数理･

データサイエンス・AI 教育(MDASH)プログラム認定制度(リテラシーレベルおよび

応用基礎レベル)」に申請し、認定された。 
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(学生支援体制) 

⚫ 稚内本校では学生総合相談員・ゼミナール担当教員（担任）との連携のもと、困難

を抱える学生の早期発見に努め、必要な支援を行った 

⚫ 京都キャンパスでは、「学生総合相談室」を設置し、学生の学修支援、生活支援、キ

ャリア支援を総合的に実施している。 

⚫ おおよそ一ヶ月に 2回実施される情報メディア学科会議および事務局において、前

項に記した困難を抱える学生の情報を交換し、必要な対応を検討した。 

⚫ 「学修行動・学生生活満足度調査」を実施し、学生の学修や生活面の現状と課題に

ついて調査した。 
 

(キャリア支援体制)  

⚫ 稚内本校においては前年度同様就職希望者の就職率 100％を達成することができた。

初めて卒業生を出した京都キャンパスは大学院への進学希望が 5名、就職希望が 1

名であり、こちらも就職率は 100%であった。 

⚫ 進路指導については、担当者の尽力もあり、学生の進路希望をかなえることができ

た。 

⚫ 稚内本校において学内合同企業説明会を実施し、地元企業を中心に 31 社の参加が

あった。 

⚫ キャリア支援講座等を継続的に行った。稚内本校では 16 回の講座を開催した。講

座の内容としては、就職活動支援企業による就職活動全般に関する情報提供など就

職活動に直結するものだけではなく、労働基準監督署･稚内税務署･年金事務所など

就職後のキャリアデザインを考えた講座も開催した。京都キャンパスでは稚内本校

と同様に外部のキャリア支援企業による就活講座を 6回行った。 

⚫ 大学で推奨している本学で受験できる資格受験者は 4名だった（2023年度 18名）。

受験者が数検、日本語能力試験に偏っており、受験者が大幅に減少しているので、

今一度資格取得奨励制度・資格取得報奨制度を周知して、自身の能力を可視化する

ことを勧めていく 
 

(学生募集活動) 

⚫ 令和 7(2025)年度入学生 62(37) 稚内市内 8(5)［北海道稚内高等学校 8(2) 稚内大

谷高等学校 0(3)］宗谷管内 1(1) 北海道内 2(3) 北海道外 5(6) 留学生 46(22) 社

会人 0(0) （()内は 2024年度実績） 

⚫ 本学の資料請求者、受験者、入学者の高等学校を中心に、北海道内各地の高等学校

を訪問した。可能な場合は各地の進学相談会と日程を合わせて効果的に各高等学校

を訪問し、本学の特徴を説明した。また北海道の日本語学校に大学案内を送付する

とともに、高大連携協定による高等学校進路担当との連携強化、教育サービス事業

者の紹介により学校案内の送付を行ってきた。また遠隔授業や SNS を活用し、関連

法人の所在する京都を中心とした関西方面や北海道全域に募集地域の拡大を行っ

ている。 
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⚫ 令和 6(2024)年 6 月 22 日(土)にオープンキャンパスを実施し、17 人が参加した。

アンケートの集約結果を見ると概ね好評であった。また、令和 6(2024)年 12月 3日

(火)には中学校生徒の大学見学・体験をオープンキャンパスと位置づけて実施し、

地元中学校の 3年生 56人が参加した。 

⚫ プライベートオープンキャンパスを開催した。1団体を除き集団形式ではなく個別

相談を中心とした企画であり、合計 5 回で延べ 18 名の参加者があった（同行の教

員や家族は除く。1団体(北海道南富良野高等学校カーリング部)を含む）。 

⚫ 京都キャンパスでは、通信制高等学校からの入学者確保を主眼とした学生募集活動

を実施した。まず、通信制高等学校、在学生の母校や資料請求者の在籍校への高校

訪問を行っている。また、年 5回のオープンキャンパスを行い、高等学校 4校との

高大接続事業や、プライベートオープンキャンパスを実施している。こうした、高

校生が京都キャンパスを訪れる機会として、大学紹介のほか、最先端の情報技術や

ドローンの操作体験などの機会を提供している。こうした活動の結果、令和 7（2025）

年 4月に京都キャンパスに入学した日本人学生 5名のうち、通信制高等学校出身者

は 4名となった。 
 

(地域連携・社会連携の推進) 

⚫ 市民向けの公開講座について、19講座開催した。 

⚫ 隣町の豊富町教育委員会と連携した、学生による児童生徒の学習支援活動を実施し

た（夏、冬は数日日程。その他 11月～3月にオンラインで週 1回）。 

⚫ 本学教員の半数 10 人は、稚内市および近隣市町村・北海道の関連委員を委嘱され

ており、令和 6(2024)年度の委嘱数は計 47となる。 

⚫ 本学教員の 3人が、稚内市内の高等学校において高等学校側より依頼され、時間講

師(1人)および非常勤講師(2人)を務めている。 
 

(2) 施設等の状況 
 

・建 物 

種別 所  在  地 構  造 
既設校 

専 用 
計 価 額 

校舎 
北海道稚内市若葉台 

 1丁目 2290番地 28 

鉄骨・鉄筋ｺﾝｸﾘ-ﾄ造陸屋根 

5階建 

8041.78 

㎡ 

8041.78

㎡ 
291,341,966円 

校舎 同  上 

鉄筋ｺﾝｸﾘ-ﾄ･鉄骨鉄筋 

ｺﾝｸﾘｰﾄ造陸屋根 

4階建本館増築渡り廊下 

4110.10 

㎡ 

4110.10

㎡ 
556,503,921円 

校舎 
京都付京都市伏見区 

深草鞍ケ谷 45番地 5 
鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造陸屋根 4階建 

1338.73

㎡ 

1338.73

㎡ 
（使用賃貸） 

校舎 
京都付京都市伏見区 

深草鞍ケ谷 45番地 6 
鉄骨・ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ造亜鉛 

321.62

㎡ 

321.62

㎡ 
（使用賃貸） 

 

(3) その他 

   特に記載すべき事項はありません。 
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３．財務の概要 

(1) 決算の概要 
 

① 貸借対照表関係 

 ア）貸借対照表の状況と経年比較 
 

  資産の部は、前年度末対比 127,960,636円増の 1,793,478,057円となった。主な要

因は次のとおりである。 
 
 １ 固定資産においては、減価償却による減少及び教育研究用機器備品取得による増

加である。 

２ 流動資産においては、現金預金 183,930,491 円の増加、未収入金について

24,827,440円の減少であった。 
 
  負債の部は、前年度対比 70,005,252 円の増額となった。主な要因は次のとおりで    

ある。 

 １ 固定負債においては、長期未払金 3,388,800円の増加であった。 

 ２ 流動負債においては、前受金 67,803,340円の増加であった。 
 

純資産の部では、第１号基本金において、教育研究用機器備品等除却の減少により

基本金の取崩 30,240,684 円減少、施設の更新の増加等 17,119,070 円を繰入し、 

3,529,679,046円を計上している。 

  以上により、純資産の部合計は、本年度末 1,620,647,574円となった。 

 (単位:千円) 

科 目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

固定資産 1,490,244 1,488,764 1,444,786 1,417,340 1,385,834 

流動資産 108,370 136,863 217,650 248,176 407,644 

資産の部合計 1,598,614 1,625,627 1,662,436 1,665,516 1,793,478 

固定負債 84,366 82,126 80,348 76,336 77,863 

流動負債 24,817 33,216 66,859 26,489 94,967 

負債の部合計 109,183 115,342 147,207 102,825 172,830 

基本金の部合計 3,521,973 3,551,107 3,553,606 3,558,348 3,545,679 

繰越収支差額 △2,032,542 △2,040,822 △2,038,377 △1,995,657 △1,925,031 

負債及び純資産の部合計 1,598,614 1,625,627 1,662,436 1,665,516 1,793,478 

イ）財務比率の経年比較 

分類 比    率 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

 

貸

借

対

照

表 

繰越収支差額構成比率 -127.1％ -125.5％ -122.6％ -122.6％ -107.3％ 

基本金比率 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 

固定比率 100.1％ 98.6％ 95.3％ 90.7％ 85.5％ 

固定長期適合率 94.7％ 93.5％ 90.5％ 86.4％ 81.6％ 

流動比率 436.7％ 412.0％ 325.5％ 936.9％ 429.3％ 

前受金保有率 396.7％ 323.7％ 336.2％ 937.9％ 336.2％ 

総負債比率 6.8％ 7.1％ 8.9％ 6.1％ 9.6％ 

積立率 4.3％ 4.8％ 9.9％ 9.8％ 9.9％ 

（注） 小数点以下第 2位を四捨五入して小数点第 1位まで 
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② 事業活動収支計算書関係 

 ア）事業活動収支計算書の状況と経年比較 
 

事業活動全体としての収支として、事業活動収入計は、予算と比較して 11,128,578

円増の 341,006,578 円、事業活動支出計は、85,560円減の 293,004,560円であった。 

 活動区分ごとの収支状況は、次のとおりである。 
 

〈教育活動収支：収入の部〉 

１ 学生生徒等納付金収入は 204,127,400円であった。 

２ 手数料は入学検定料収入 5,100,000 円、センター試験実施手数料 1,916,890 円

他、合計 7,117,890 円であった。 

３ 寄付金は稚内市より支援金として 50,000,000 円、他寄付金として 100,000 円、

合計 50,100,000円であった。 

４ 補助金は、国庫補助及び地方公共団体を合わせて 67,815,180円であった。 

  補助金交付の内訳は、国庫補助金において経常費補助金 58,448,000 円、うち特

別補助金が 22,402,000円であり、学費無償化により 9,354,700円であった。 

地方公共団体補助金については結核補助金による補助金であった。 

５ 付随事業・収益事業収入は稚内市他からの委託 9 件により 3,936,600 円であっ

た。 

６ 雑収入は施設整備利用料が 1,827,964円、私大退職金財団交付金収入 4,806,720

円、NTT電気料等 1,271,824円など合計 7,906,508円であった。 

〈教育活動収支：支出の部〉 

１ 人件費は、教員人件費 102,135,691 円、職員人件費 39,376,734 円、退職給与引

当金 2,945,000円であり、全体で 144,457,425円であった。 

２ 教育研究経費は、光熱水費 13,222,548円、奨学費 25,631,700 円、報酬委託手数

料 9,120,200 円、減価償却額 48,910,537円など合計 117,263,545円であった。 

３ 管理経費は、印刷製本費 2,666,432円、報酬委託手数料費 6,656,451円、広報費

5,806,882円、減価償却費 3,763,634円など、合計 31,283,590 円であった。 

 

 以上により、教育活動収支差額は 48,002,018円であった。 

 

〈教育活動外収支：収入の部〉 

  定期預金等による受取利息は 99,062円であった。 

〈教育活動外収支：支出の部〉 

  教育活動外収支支出の部は合計 0円であった。 

 

〈特別収支：収入の部〉 

稚内北星学園同窓会による施設設備寄付 300,000 円、稚内市より施設設備補助

金として 9,653,000 円、現物寄付 65,311円の合計 10,018,311円であった。 
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〈特別収支：支出の部〉 

特別支出の部は資産・図書処分差額 163,171円であった。 
 

〈全体の収支〉 

以上により、経常収支差額 48,101,080円と特別収支差額 9,855,140円を合わせ

た基本金組入前当年度収支差額は 57,956,220円であり、基本金繰り入れがないた

め当年度収支差額は同額であった。 

 (単位:千円) 

科 目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

学生生徒等納付金 70,132 96,784 129,430 194,604 204,128 

手数料 5,157 4,172 5,239 4,509 7,118 

寄付金 50,000 50,500 50,000 50,600 50,100 

補助金 57,366 64,091 66,362 58,571 67,815 

付随事業収入 1,477 4,140 1,919 1,180 3,939 

雑収入 14,886 6,537 5,097 34,250 7,906 

教育活動収入計 199,018 226,224 258,047 343,714 341,006 

受取利息・配当金 2 1 2 4 99 

教育活動外収入計 2 1 2 4 99 

その他の特別収入 3,987 33,792 450 12,383 10,018 

特別収入計 3,987 33,792 450 12,383 10,018 

基本金組入額 0 △29,133 △2,499 △4,741 0 

人件費 121,862 105,765 113,012 160,393 144,457 

教育研究経費 92,604 101,290 109,581 110,434 117,263 

うち、減価償却 45,752 44,245 45,947 45,620 48,910 

管理経費 18,204 28,274 30,963 37,810 31,284 

うち、減価償却 2,839 3,455 3,643 3,714 3,763 

徴収不能額 0 0 0 0 0 

教育活動支出計 232,670 235,329 253,556 308,637 293,004 

資産処分差額 472 3,834 0 1 163 

特別支出計 472 3,834 0 1 163 

△当年度収支差額 △ 30,136 △ 8,280 2,444 42,720 57,956 

△前年度繰越収支差額 △ 2,306,088 △ 2,032,542 △ 2,040,822 △ 2,038,377 △ 1,995,657 

基本金取崩額 △ 303,682  0 0 0 △12,669 

△翌年度繰越収支差額 △ 2,032,542 △ 2,040,822 △ 2,038,377 △ 1,995,657 △ 1,925,031 

事業活動収入計 203,007 260,017 258,500 356,101 351,123 

事業活動支出計 233,143 239,164 253,556 308,639 293,167 
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イ）財務比率の経年比較 

分類 比 率 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

事

業

活 

動

収 

支

計

算

書 

人件費比率 61.2％ 46.8％ 43.8％ 46.6％ 42.3％ 

教育研究経費比率 46.5％ 44.8％ 42.5％ 32.1％ 34.4％ 

管理経費比率 9.1％ 12.5％ 12.0％ 11.0％ 9.2％ 

学生生徒等納金比率 35.2％ 42.8％ 50.2％ 56.6％ 59.8％ 

寄付金比率 24.9％ 19.7％ 19.3％ 14.8％ 14.4％ 

補助金比率 29.9％ 37.3％ 25.7％ 19.8％ 19.3％ 

基本金組入率 0.0％ 11.2％ 1.0％ 1.3％ 0.0％ 

教育活動収支差額比率 -16.9％ -4.0％ 1.7％ 10.2％ 14.1％ 

経常収支差額比率 -16.9％ -4.0％ 1.7％ 10.2％ 14.1％ 

（注） 小数点以下第 2位を四捨五入して小数点第 1位まで 

 ③ 資金収支計算書関係 

ア）資金収支計算書の状況と経年比較 
 

  事業活動収支計算書と共通する内容については省略する。 
 

 〈収入の部〉 

前受金収入は学納金前受金として 89,569,920円、翌年度の使用料等で 1,389,498

円であった。 
 

 〈支出の部〉 

設備関係支出については、教育研究用機器支出において 17,119,426 円、図書支

出において 475,116 円、車両支出においては 3,236,230円であった。 
 

以上により、翌年度繰越支払資金は昨年度と比較して 183,931,062 円増の

401,114,433円であった。 

                            (単位:千円) 

収入の部 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

学生生徒等納付金収入 70,132 96,784 129,430 194,604 204,128 

手数料収入 5,157 4,172 5,239 4,509 7,118 

寄付金収入 50,500 51,000 50,400 50,900 50,400 

補助金収入 60,754 97,034 66,362 70,654 77,468 

付随事業・収益事業収入 1,477 4,140 1,919 1,180 3,939 

受取利息・配当金収入 2 1 2 4 99 

雑収入 14,886 5,154 4,023 34,250 7,906 

借入金等収入 0 0 0 0 0 

前受金収入 22,871 31,546 64,303 23,156 90,959 

その他の収入 7,057 17,166 34,982 1,382 31,983 

資金収入調整勘定 △ 25,863 △57,170 △32,928 △95,278 △29,304 

前年度繰越支払資金 83,295 90,726 102,114 216,202 217,183 

合  計 290,268 340,553 425,846 501,563 661,879 
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支出の部 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

人件費支出 128,523 106,621 113,716 164,405 146,319 

教育研究経費支出 46,852 57,045 63,634 64,814 68,353 

管理経費支出 15,365 24,819 27,320 34,096 27,520 

借入金等返済支出 0 0 0 0 0 

施設関係支出 0 41,822 352 957 0 

設備関係支出 8,273 7,884 5,210 20,933 20,831 

その他の支出 2,318 2,210 1,551 2,469 4,044 

資金支出調整勘定 △ 1,789 △ 1,961 △ 2,139 △ 3,294 △ 6,302 

次年度繰越支払資金 90,726 102,113 216,202 217,183 401,114 

合 計 290,268 340,553 425,846 501,563 661,871 

イ）活動区分資金収支計算書の状況と経年比較 

(単位:千円) 

科  目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

教育活動による資金収支 

 教育活動資金収入計 199,018 224,840 256,974 343,714 341,006 

教育活動資金支出計 190,741 188,485 204,670 263,315 242,192 

差引 8,277 36,335 52,304 80,399 98,814 

調整勘定等 3,652 △8,703 66,261 △69,150 94,903 

教育活動資金収支差額 11,929 27,652 118,565 11,249 193,717 

施設整備等活動による資金収支 

 施設整備等活動資金収入計 3,388 33,443 400 12,383 9,953 

施設整備等活動資金支出計 8,273 49,706 5,562 21,889 20,830 

差引 △4,385 △16,263 △5,162 △9,506 △10,877 

調整勘定等 - - - - - 

施設整備等活動資金収支差額 △4,385  △16,263 △5,162 △9,506 △10,877 

小計（教育活動資金収支差額+

施設整備等活動資金収支差額） 
7,544 11,339 113,403 1,742 182,839 

その他の活動による資金収支 

 その他の活動資金収入計 2 1 685 4 1,105 

その他の活動資金支出計 114 3 0 765 14 

差引 △112 △2 685 △761 1,091 

調整勘定等 - - - - - 

その他の活動資金収支差額 △112 △2 685 △761 1,091 

支払資金の増減額（小計＋その

他の軽道資金収支差額） 
7,432 11,387 114,088 981 183,931 

前年度繰越支払資金 83,294 90,726 102,114 216,202 217,183 

翌年度繰越支払資金 90,726 102,113 216,202 217,183 401,114 
 

ウ）財務比率の経年比較 

比   率 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

教育活動収支差額比率 -16.9％ -4.0％ 1.7％ 10.2％ 14.1％ 
（注） 小数点以下第 2位を四捨五入して小数点第 1位まで 
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(2) その他 

 

① 借入金の状況   なし 

 

② 寄付金の状況 

寄付金の種類 寄 付 者 金 額 摘  要 

大学支援 ２件 50,100,000円  

施設整備寄付 １件 300,000円  

 

③ 補助金の状況 

日本私学振興・共済事業団より、私立大学等経常費補助金 58,448,000 円を受

け、そのうち私立大学等改革総合支援事業(特別補助)9,500,000 円の補助金を受

けた。また、授業料等減免費交付金として 9,354,700円の補助金を受けた。 

 

④ 外部資金の獲得状況 

    受託事業の状況   9件  3,939,600円 

(事業内容) 1.稚内観光マイスター検定試験問題作成業務 

2.萩が丘浄水場 DVD制作 

3.プロジェクションマッピング 

4.みどりスポーツフェスタ 

5.HP作成 

6.日本カーリング協会特設 HP 

7.稚内市歴史・まち研究会 

8.防衛省全国情報施設協議会 HP保守業務 

9.稚内新エネルギー研究会 HP保守業務 
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(3) 経営状況の分析、経営上の成果と課題、今後の方針・対応策 

 

① 経営状況の分析 

・財務状況 

別科学生の学納金収入の増により学生生徒納付金収入が増額となったこと、令

和 2年度かから 5年間に及ぶ稚内市からの支援金、私学事業団からの補助金の増

加などにより安定的な財政を保つ事ができた。 

今後は、学部生の増加に努め、学生充足率を高めつつ、安定的財政基盤を確立

できるよう中長期計画策定のもと取り組んでいく。 

 

・経営上の成果と課題 

財務面では経常収支差額が黒字化となったが、引き続き黒字化を目指す。 

 

② 今後の方針・対応策 

・財務面での対応策 

効率化を進めるための経費削減策や新たな収入源の確保 

継続して無駄な支出を減らす 

 

  ・施設の対応策 

老朽化した施設の改修が必要となってきているが、計画的に必要最小限の整備

を進めていく。 
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４．学校法人の業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）の整備及び運用

状況の概要 

 

(1) 関係する決議の概要 

   学校法人北辰学堂は、令和７年３月５日理事会において、理事の職務執行が法令・

寄附行為に適合すること及び業務の適正を確保するための体制の整備に関し、本法

人の基本方針を決定した。 

 

(2) 体制整備及び運用状況の概要 

 

 ① 理事の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

    理事職務権限規程に基づき、業務を執行する理事の担当業務を明確化し、事業

運営の適切かつ迅速な推進を図る。 

 

 ② 損失の危機の管理に関する規程その他の体制 

    法人の経営に重大な影響を及ぼすおそれのある重要リスクについては、理事会

で審議し、必要に応じて対策等の必要な事項を決定する。  

 

 ③ 理事職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

    理事職務権限規程に基づき、業務を執行する理事の担当業務を明確化し、事業

運営の適切かつ迅速な推進を図る。 

 

 ④ 職員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

    職務分掌・決裁権限を明確にし、理事、職員等の職務執行の適正性を確保する

とともに、機動的な業務執行と有効性・効率性を高める。 

 

 ⑤ 監事の監査が実効的に行われることを確保するための体制等 

    監事は、監事監査規程に基づき、公平不偏の立場で監事監査を行う。 

  


